
平成 29年度森林及び林業の動向
平成 30年度森林及び林業施策 14

概要

第Ⅲ章　林業と山村（中山間地域）
１．林業の動向
（１）林業生産の動向

○林業産出額は、近年はほぼ横ばいで推移。平成28（2016）年は前年比３％増の4,662億円と、
平成14（2002）年以降で最も高い水準となった。
○国産材の生産量は平成14（2002）年の1,509万㎥を底に増加し、平成28（2016）年は2,066
万㎥。樹種別ではスギが1,185万㎥（57％）、ヒノキが246万㎥（12％）、カラマツが231
万㎥（11％）。地域別では東北（25％）、九州（24％）、北海道（16％）等が多い。

（２）林業経営の動向

○「2015年農林業センサス」によると、林家の数は約83万戸。保有山林面積が10ha未満の
林家が88％を占め、小規模・零細な所有構造。
○林業経営体による素材生産量は1,989万㎥で５年前の前回調査から27％増加。民間事業体
と森林組合による素材生産量の合計は1,367万㎥で41％増加し、素材生産量全体に占める
割合は、62％から69％に上昇。
○素材生産量のうち、受託若しくは立木買いによる素材生産量の合計は1,555万㎥で、その
割合は70％から78％に上昇。

○５年前の前回調査から素材生産量規模が大きい林業経営体の割合は増加しているが、素材生
産量規模が小さい林業経営体が多い状況。
○平成29（2017）年度税制改正により相続税の立木評価に関する標準価額の引下げ等の見直
しを実施。

林業産出額の推移

国産材の生産量の推移
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資料：農林水産省「林業産出額」
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資料：農林水産省「2015年農林業センサス」

組織形態別の素材生産量
（平成22（2010）年と平成27（2015）年の比較）

受託若しくは立木買いにより素材生産を行った林業経営
体の素材生産量規模別の林業経営体数と素材生産量

（３）林業の生産性の向上に向けた取組

○効率的な作業システムにより生産性向上を図るためには、複数の森林所有者の森林を取りま
とめ、森林施業を一体的に実施する「施業の集約化」が必要。このため、提案型集約化施業
を担う「森林施業プランナー」の育成、森林経営計画制度の現場の状況に応じた運用、集約
化に必要な調査や合意形成等を推進。
○林道、林業専用道、森林作業道を適切に組み合わせた路網の整備を推進。
○林業機械を活用した効率的な作業システムを普及するとともに、我が国の森林に対応した林
業機械を開発・改良。
○近年は情報通信技術（ICT）の活用が進展。出材する木材の数量や出荷量等について、瞬時に
把握する取組、レーザ計測やドローンにより把握した森林資源量の解析や丸太の計測作業、
路網整備や間伐等の森林整備の計画策定等に活用。

割合
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注１：林業者モニターを対象とした調査結果。
　２：計の不一致は四捨五入による。
資料：農林水産省「森林資源の循環利用に関する意識・意向調 

査」（平成27（2015）年10月）

路網整備の状況と意向

　石川県では、コマツと連携
し、低コスト作業システムの
構築による林業の収益性向上
のモデルづくりを推進。
　伐採前の森林資源量調査で
は、コマツが建設現場で実用化しているドローンの３
D計測技術の活用により森林資源量を解析し、作業を
省力化。また、丸太の計測装置を取り付けた高性能林
業機械の活用により、造材時に自動的に直径や材積を
計測し、作業を省力化。

《事例》   製造業と連携した林業の収益性向上
に向けた取組

　山形県の金山町森林組合は、航空
レーザ計測の実施により詳細な森林
資源情報を整備。これらの情報を活
用することで、森林のゾーニングや
机上での路網計画の検討、木材生産
量の予測が可能に。
　タブレット端末等により取得した
現場の画像を組み合わせて共有し活用することで、効
率的な業務が実行可能となり、組織全体の生産性も向
上。

《事例》   航空レーザ計測データを活用した施
業集約化と林業経営の効率化の取組

広葉樹

スギ
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（４）林業労働力の動向

○林業従事者数は減少傾向。伐木・造林・集材従事者は近年増加している一方で、育林従事者
は長期的に減少傾向で推移。高齢化率（65歳以上）は平成22（2010）年には21％まで低下
したが、平成27（2015）年は25％に上昇。若年者率（35歳未満）は平成22（2010）年に
は18％まで上昇したが、全産業の若年者率が低下する中、平成27（2015）年はほぼ横ば
いの17％に。平均年齢は若返り傾向。
○平成15（2003）年度から、林業就業に意欲を有する若者に対して基本的な技術の習得を支
援する「緑の雇用」事業を実施。平成28（2016）年度までに同事業活用による新規就業者は
約１万７千人。平成23（2011）年度以降、新規就業者数は３千人前後で推移。
○全国各地で、就業前の若手林業技術者の教育・研修機関を新たに整備する動きが活発化。
○林業の労働災害発生率は依然として高水準であり、安全な労働環境の整備が課題。

２．特用林産物の動向

○特用林産物は林業産出額の約５割を占め、地域経済の活性化や雇用の確保に貢献。
○特用林産物の生産額の９割近くがきのこ類。きのこ類の生産量は平成23（2011）年以降は
ほぼ横ばい。きのこ生産者戸数は減少傾向。
○きのこ類の価格は、平成28（2016）年は全体的に上昇し、平成27（2015）年に前年から大
幅に上昇した乾しいたけについても引き続き上昇。きのこ類の消費拡大・安定供給等に向け
た取組を支援。
○木炭の生産量は長期的に減少傾向（平成28（2016）年は2.4万トン）。竹材（竹紙等の原料）
の生産量は平成22（2010）年以降増加（同127万束）。薪の生産量は平成25（2013）年以
降５万㎥（丸太換算）前後で推移。このほか、山菜、薬草、漆等も生産。

林業従事者数の推移

きのこ類生産量の推移

現場技能者として林業へ新規に就業した者（新規就業者）の推移

きのこ類の価格の推移

注１：高齢化率とは、65歳以上の従事者の割合。
　２：若年者率とは、35歳未満の従事者の割合。
資料：総務省「国勢調査」
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（２）山村の活性化

○「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017改訂版）」（平成29（2017）年12月）等において、
地方創生の基本目標達成のための施策の一つとして林業の成長産業化が位置付け。森林資源
の循環利用を図りつつ、成長産業化を実現することが必要。
○里山林等の保全管理を進めるためには、地域住民が森林資源を活用しながら持続的に里山林
等と関わる仕組みをつくることが必要。地域住民による里山林の保全管理や森林資源利用等
の取組を支援。
○自ら伐採等の施業を行う「自伐林家」が、近年、地域の林業の担い手として、特に地域活性
化の観点から注目。
○都市との交流を促進するため、森林空間を観光資源として活用する「農泊」の取組や環境教育、
体験活動等の場として総合的に利用する取組を推進。

３．山村（中山間地域）の動向
（１）山村の現状

○その多くが中山間地域に位置する山村は、住民が林業を営む場であり、森林の多面的機能の
発揮に重要な役割。林業は、雇用の確保を通じて山村の振興に貢献する産業であり、これら
の地域の振興を図る上でも、林業の成長産業化が大きな政策的課題。
○「山村振興法」に基づく振興山村は国土面積の５割、林野面積の６割を占めるが、過疎化・
高齢化が進行し、里山林等が荒廃。
○一方、山村には豊富な森林資源、水資源、美しい景観、伝統・文化等があり、都市住民の関
心も高まり。

　島根県津和野町の「高田
里山を守る会」は、里山林
に侵入してきた竹の伐採
や間伐等の森林整備を実
施。里山林の景観が改善
されるとともに、獣害も
軽減。地区の自治会が主体となって立ち上げた同会の
活動には、様々な世代が参加。地域のつながりを強め
るとともに、高齢者にとっての生きがいにも。

　岐阜県中津川市加子母（旧加
子母村）では、加子母森林組合
が中心となり、地域が一丸と
なって「農泊」をビジネスとし
て実施できる体制の整備に向
けた取組を実施。
　マーケティングに基づく体
験プログラムの開発等を行い、
プロモーションの強化によっ
てインバウンドを含む観光客の増加を目指す。　

《事例》   住民自ら伐採等の施業を行い地域の
山を守る活動を実施

《事例》   森林組合が中心となって農泊を推進

過疎地域等の集落で発生している問題
上位10回答（複数回答）

農山村滞在型の余暇生活への関心度

空き家の増加
耕作放棄地の増大

働き口の減少
商店・スーパー等の閉鎖
住宅の荒廃（老朽家屋の増加）
獣害・病虫害の発生

公共交通の利便性の低下
森林の荒廃

伝統的祭事の衰退
集落・地区で行ってきた行事の減少

（％）

82.982.9
71.671.6
68.668.6
64.064.0
62.362.3
61.961.9

51.351.3
45.345.3
43.243.2
38.838.8

0 20 40 60 80 100

　注：市町村担当者を対象とした調査結果。
資料：国土交通省及び総務省「過疎地域等条件不利地域における集

落の現況把握調査」（平成28（2016）年３月）

機会があれば
過ごしてみたいと思う

57.8%

是非過ごして
みたいと思う
22.0%

あまり過ごしてみたいとは
思わない　13.5%

全く過ごしてみたいとは
思わない　4.2%

わからない　2.5%

　注：消費者モニターを対象とした調査結果であり、この調査での「消
費者」は、農林水産行政に関心がある20歳以上の者で、原則
としてパソコンでインターネットを利用できる環境にある者。

資料：農林水産省「森林資源の循環利用に関する意識・意向調査」（平
成27（2015）年10月）


